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投資条約仲裁から見た国際人権法の行
為規範としての明確性と実効性
（2022.09.18）
平野 実晴（立命館アジア太平洋大学・助教）

本報告の元：“In/ex-clusiveness  of Human Rights Claims in Investment Arbitration”

欧州国際法学会（ESIL）年次大会@Utrecht、International Business and Human Rights Interest 
Group (IBHR IG) ワークショップでの報告 （2022年9月1日）
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参考資料・文献

 投資条約・仲裁規則

 仲裁判断

 文献

1. はじめに
「投資条約（仲裁）と人権」（Dupuy, 2009; Kriebaum, 2018）

→　① 投資家の人権

→　② 非紛争当事者の人権 …「ビジネスと人権」　← 本日の焦点
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人権専門家らによる投資条約（仲裁）に関連する勧告等

特別報告者・ワーキンググループ

Special Representative of the Secretary-General (John G Ruggie), Guiding Principles on Business 
and Human Rights: Implementing the United Nations ‘Protect, Respect and Remedy’ 
Framework, UN Doc A/HRC/17/31 (21 March 2011). 『「ビジネスと人権」指導原則』（2011）

——, Principles for Responsible Contracts: Integrating the Management of Human Rights Risks 
Into State-Investor Contract Negotiations, UN Doc A/HRC/17/31/Add.3 (25 May 2011)

Independent Expert on the Promotion of a Democratic and Equitable International Order 
(Alfred-Maurice de Zayas), Report, UN Doc A/HRC/33/40 (12 July 2016)

　←　濵本（2019）による批判的検討

Working Group on the issue of human rights and transnational corporations and other business 
enterprises, Report on Human Rights-compatible International Investment Agreements, UN Doc 

 (27 July 2021) 『WGレポート』（2021）A/76/238

Expert Mechanism on the Right to Development, The Right to Development in International 
Investment Law: Overview of the Ongoing Study by the Expert Mechanism on the Right to 
Development—Conference Room Paper, UN Doc A/HRC/EMRTD/5/CRP.2 (1 March 2022).

条約体

CtRC, General comment No. 16 (2013) on State Obligations regarding the Impact of the 
Business Sector on Children’s Rights, UN Doc.  (17 April 2013)CRC/C/GC/16

https://undocs.org/Home/Mobile?FinalSymbol=A%2F76%2F238&Language=E&DeviceType=Desktop&LangRequested=False
https://undocs.org/CRC/C/GC/16
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CESCR, General Comment No. 24 on State Obligations under the International Covenant on 
Economic, Social and Cultural Rights in the Context of Business Activities, UN Doc 
E/C.12/GC/24 (10 August 2017)

General Comment No. 24_State Obligations under the ICESCR in the Context of B… 243.…

 

『「ビジネスと人権」指導原則』の枠組みによる整理（WGレポート、2021；Steininger, 2021）

• 保護

◦ ホスト国による人権に基づく抗弁（human rights defence）
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• 尊重

◦ 投資家のデュー・ディリジェンス

投資家による人権侵害をホスト国が提起する反対請求

投資家による人権侵害をホスト国が寄与過失として主張

• 救済

◦ 仲裁判断により影響を受けうる個人／共同体の第三者／amicus curiaeとしての参加

 

分析の手順

① 人権専門家らによる勧告／「次世代型」投資条約

② 仲裁判断における人権に基づく主張・申立（human rights claim）の in/ex-clusion 分析

図

③ 国際人権法の行為規範としての機能

2. 関連実行・仲裁判断の検討

2-1. （保護）ホスト国による人権抗弁（human rights defence）
① 人権専門家らによる勧告／「次世代型」投資条約
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『「ビジネスと人権」指導原則』（2011）

9．国家は、例えば投資条約または契約を通じて、他の国家または企業とビジネスに関連
する政策目標を追求するとき、その人権義務を果たすために国内政策でしかるべき余地を
残しておくべきである。
解説

二国間投資条約、自由貿易協定または投資プロジェクトのための契約のような、国家によ
って他の国家との間または企業との間で締結される経済合意は、国家にとって経済的機会
を生み出す。しかし、これらは同時に、政府の国内政策の余地に影響を与えうる。例え
ば、国際的投資協定の条項が、国家が人権に関する新たな立法を全面的に施行するのを阻
害するか、あるいは国家がそうすれば国際仲裁を避けえないというリスクを生む可能性が
ある。したがって、国家は、そのような協定のもとでも、必要な投資家保護に配慮する一
方で、人権を保護するためしかるべき政策及び規制を実施できる力を確保すべきである。
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CESCR, General Comment No. 24 (2017)

General Comment No. 24_State Obligations under the ICESCR in the Context of Busin… 243.…

 

 Morocco-Nigeria BIT (2016) 人権保護を明記
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 Canada-Colombia FTA (2008) 一般的例外 
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② 仲裁判断における人権に基づく主張・申立（human rights claim）の in/ex-clusion 分析

 

• 人権を考慮し、正当な目的に該当することを明示する判断

 Saur v. Argentina (2012)
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• 投資条約上の義務と人権条約上の義務とが（付託された紛争の事実関係において）抵触しない
と指摘する判断

 Suez v. Argentina (2010) [262]

 Houben v. Burundi (2016)

 

• 一般的例外に該当する場合も、ホスト国が補償義務を免れないとする判断

 Eco Oro v. Colombia (2021) （環境）

Cf. Sandsの反対意見

 

③ 国際人権法の行為規範としての機能

• 「人権抗弁」には、およそ期待できない（Hirano & Hamamoto, 2017）

• 国家による人権保護を目的とする政策目標＋適正な手段

2-2. （尊重）投資家のデュー・ディリジェンス
① 人権専門家らによる勧告／「次世代型」投資条約
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『「ビジネスと人権」指導原則』（2011）

 

 Morocco-Nigeria BIT (2016) 投資家による人権保護を明記

 Dutch Model BIT (2019) 

 

② 仲裁判断における人権に基づく主張・申立（human rights claim）の in/ex-clusion 分析
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ホスト国による反対請求（counterclaim）

 

• 反対請求の可能性に道を開いた判断

 Urbaser v. Argentina (2016)

• 適用されたBITが反対請求を許容

• 人権の企業への適用可能性

• 人権規範の内容
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ホスト国による投資家の寄与過失（contributory fault）の主張

 

• 人権を考慮し、正当な目的に該当することを明示する判断

 Bear Creek Mining v Peru (2017)

多数意見

Sandsの反対意見
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③ 国際人権法の行為規範としての機能

反対請求

• 国際人権法に依拠する場合、投資家に求めらえる具体的義務内容を同定する方法論の欠如（菊
間、2019）→　「人権を保護する国家の義務」？

• 反対請求が認められた場合に、賠償を受ける主体は？―国家？個人？

寄与過失

• 現行法　BUT　事実認定のハードル

→「社会的操業許可（Social License to Operate）」獲得に向けた人権に基づく行動指針？

Ex. Free, Prior, and Informed Consent (FPIC)

2-3. （救済）第三者／amicus curiaeによる仲裁手続への参加
① 人権専門家らによる勧告／「次世代型」投資条約

 『WGレポート』（2021）
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『「ビジネスと人権」指導原則』（2011）

非司法的苦情処理メカニズムのための実効性の要件
31．その実効性を確保するために、非司法的苦情処理メカニズムは、国家基盤型及び非
国家基盤型を問わず、次の要件を充たすべきである。

a. 正当性がある（…）

b. アクセスすることができる（…）

c. 予測可能である（…）

d. 公平である（…）

e. 透明性がある（…）

f. 権利に矛盾しない（…）

g. 継続的学習の源となる（…）

h. エンゲージメント及び対話に基づく（…）

入力してください...

a. Legitimate (…)

b. Accessible (…)

c. Predictable (…)

d. Equitable (…)

e. Transparent (…)

f. Eights-compatible (…)

g. A source of continuous learning (…)

h. Based on engagement and dialogue (…)

• 仲裁規則

◦  ICSID Arbitration Rules (2006)

◦  UNCITRAL Rules on Transparency (2014)
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② 仲裁判断における人権に基づく主張・申立（human rights claim）の in/ex-clusion 分析
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• 要件の解釈が仲裁人の間で割れた判断

 Odyssey v. Mexico (2021)

Sands反対意見

 

③ 国際人権法の行為規範としての機能

• 金銭賠償が国内公共政策実施に「委縮効果（chilling effect）」を与えることについての見解の
不一致

• 正統性・透明性の調達（久保田、2011）；インクルージョン（Perrone, 2019）

BUT 仲裁廷を法形成に開くことは、脱政治化させた制度の再政治化にならないか？

• ホスト国が十分に人権に基づく主張を代弁し得ない場合とは？

→ ローカルな状況　→　「社会的操業許可（Social License to Operate）」の認定？

3. おわりに
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明確性

• 基本的には、国内法に落とし込むことが必要

• 「社会的操業許可（Social License to Operate）」：先住民族の権利？

 

実効性

• 国家：国家が人権を参照する戦略（対投資家の民意醸成）と、人権規範による規律のギャップ
（例：水道民営化紛争）

• 投資家：人権デュー・ディリジェンスを果たすことが、紛争のリスク回避のみならず、紛争解
決時に不利に作用することを防ぐことに？
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